
平成 19 年度

主要施策の成果の説明書

（地方自治法第 233 条第 5 項の規定に基づく説明書）

東京都後期高齢者医療広域連合



1

目 次

１. 施策と成果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2

２. 平成 19 年度決算の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・4

３. 歳出予算別執行内容及び成果・・・・・・・・・・・・・5

４．平成 19 年度広域連合の主な事務事業の実績と説明 ・・・7



2

１．施策と成果

東京都後期高齢者医療広域連合（以下、「広域連合」という。）は、

平成 19 年 3月 1日に東京都知事の許可を受け、都内 62 区市町村の総

意に基づき設立されました。

平成 19 年度においては、4月 1日に東京区政会館（東京都千代田区

飯田橋 3丁目 5番 1号）に 2部 4課 1室の事務組織を設置し、平成 20

年 4月の制度開始に向けて準備に着手しました。

平成 19 年度の予算は、運営に要する経費として 62 区市町村が負担

する分賦金、約 18億 8千 6百万円を計上し、その後、2度の補正予算

で電子計算システムの構築や制度の円滑な導入に必要な基金積立金

を措置しました。

（１）広域連合の組織経営

広域連合は後期高齢者医療制度を運営する特別地方公共団体として

透明性の高い組織経営を行う責務があります。

区市町村長 18 名からなる協議会等の開催を通じて、円滑な制度運営

をめざし、区市町村との役割分担や制度のあり方について検討すると

ともに、組織経営の基盤を整備することを目標に、75 歳以上の都民の

方 3,000 人を対象に実施した意識意向調査を踏まえ、『広域計画（計画

期間：平成 20 年度から平成 29 年度）』を策定しました。
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また、平成 19 年度の財政運営では、審査及び出納事務を適切に行う

とともに、国が被扶養者に対する保険料の軽減措置を決定したことを

受けて、『後期高齢者医療制度臨時特例基金』を設置しました。

さらに、新たな制度の周知を図るため、ポスターや小冊子の作成、

ホームページの開設等により広報の充実に努めたほか、電話による相

談に対応するため、コールセンターを設置しました。

全体として、平成 19 年度はゼロから作るメリットを活かし、組織及

び運営の合理化・適正化に努めるとともに、効率的な執行体制の構築

を行いました。

（２）後期高齢者医療制度の運営

平成 20 年 4月からの制度施行に向けて、将来に渡る医療費推計を

行い、保険料率の設定を行いました。政令どおりに算定した場合の保

険料が平成 19 年度の区市町村国民健康保険料に比較して著しく高く

なることから、区市町村との協議により平成 20 年度、21 年度の 2年

間の措置として年間総額約 100 億円の区市町村負担となる 4項目の特

別対策を講じ保険料率の軽減を図りました。

さらに、広域連合の独自策として、年金収入 208 万円までの所得階

層に所得割の一定額を軽減することとしました。

また、新たな医療制度における保険給付を的確に実施するため、審
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査支払い事務の準備を行ったほか、広域連合と区市町村との役割分担

に基づく事務を円滑に処理するため、システムとネットワークの基盤

を整備・構築するとともに、各種事務処理マニュアルを作成して区市

町村に周知し統一を図りました。

健康診査については、国が示す標準的な健診・保健指導プログラム

における特定健診の必須項目を基本に区市町村に委託して健診事業を

実施することとしました。なお、保険料や保健事業に関しては、75 歳

以上の都民の方や学識経験者などを構成員とする後期高齢者医療懇談

会を設置し、意見を伺いました。

平成20年3月には、約100万人の被保険者に対して保険証を発行し、

4月から始まる新制度での受診に備えました。

２．平成 19 年度決算の概要

平成 19 年度の歳入決算額は、3,425,746,766 円、歳出決算額は、

3,325,673,562 円となり、歳入歳出差引額は、100,073,204 円となり

ました。

歳入については、運営経費に充てる区市町村分賦金が

1,754,732,000 円、システム構築や円滑な導入のための国庫支出金が

1,668,425,232 円、歳計現金の運用による利子収入が 2,589,534 円と

なりました。
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歳出については、組織運営やシステム構築などに要した経費として、

議会費、総務費、民生費、公債費が、1,715,856,330 円（51.6％）、円

滑な導入のための臨時特例基金の積み立てに要した諸支出金が、

1,609,817,232 円（48.4％）となりました。性質別の構成比では、基

金積立金 48.4％、物件費が 39.1％、人件費が 12.4％となりました。

３．歳出予算別執行内容及び成果

（１）議会費

定例会 2回（平成 19 年 11 月 20 日、平成 20 年 2月 12 日）、臨時会

2回（平成 19 年 7月 31 日、平成 19年 8月 31 日）を開催し、それに

要する経費を執行しました。

主な内容は、議員報酬 904,000 円及び費用弁償 1,254,000 円です。

（２）総務費

広域連合の運営やシステムの構築を行い、それに要する経費を執し

たほか、選挙管理委員会及び監査委員の活動に要する経費を執行しま

した。

主な内容は、広域連合システム稼動費 1,041,642,077 円、一般管理

費（職員給与や事務費）462,307,466 円、情報政策費（広報広聴や財

務文書システムの維持等）45,751,201 円です。

（３）民生費
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制度開始のための準備を行い、それに要する経費を執行しました。

主な内容は、審査支払事務等準備委託 54,656,700 円、保険証等交付準

備委託 85,183,067 円、被保険者証等印刷 19,098,765 円です。

（４）公債費

年度当初の資金需要に対応するため 30,000,000 円の一時借入を行

い、それによる利子 13,191 円を執行しました。

（５）諸支出金

臨時特例基金積立金として 1,609,817,232 円を執行しました。



区分

円

歳 入 決 算 額 3,425,746,766

歳 出 決 算 額 3,325,673,562

歳 入 歳 出 差 引 額 100,073,204

0

実 質 収 支 額 100,073,204

4 平成19年度 広域連合の主な事務事業の実績と説明

翌年度へ繰り
越すべき財源

決算額

1 一般会計歳入歳出決算
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2 歳入決算

金額

1,754,732,000 1,754,732,000 100.0% ○62区市町村分賦金 1,754,732,000

1,754,732,000 1,754,732,000 100.0% 分賦金の算出根拠：1/2各区市町村の人口割合

1,754,732,000 1,754,732,000 100.0% 1/2各区市町村の75歳以上人口割合

1 事務費負担金 1,754,732,000 1,754,732,000 100.0% 1 事務費負担金 1,754,732,000 4月 942,886,469

10月 942,886,531

3月 -131,041,000 負担金の還付

1,668,425,000 1,668,425,232 100.0% 1,668,425,232

1,668,425,000 1,668,425,232 100.0% ○広域連合の標準システム稼動のための補助金 58,608,000

１ 電子計算費補助金 58,608,000 58,608,000 100.0% サーバルームの構築及びネットワーク設定等 23,608,000

58,608,000 58,608,000 100.0% 1 58,607,000 広域連合電算システムの修正 35,000,000

2 民生費国庫補助金 1,609,817,000 1,609,817,232 100.0% ○高齢者医療制度の円滑導入のための臨時特例交付金

1,609,817,000 1,609,817,232 100.0% 1 1,609,817,232 1,609,817,232

３ 都支出金 1,000 0 0.0%

１ 都負担金 1,000 0 0.0% 当初予定の「東京都単独公費」部分システム開発について、国の標準

１ 都負担金 1,000 0 0.0% システムで対応。

1,000 0 0.0% 1 0

４ 諸収入 2,000 2,589,534 1294.8% ○歳計現金の運用による利子収入 2,589,534

１ 預金利子 1,000 2,589,534 2589.5%

１預金利子 1,000 2,589,534 2589.5%

1 預金利子 1,000 2,589,534 2589.5% 1 預金利子 2,589,534

2 雑 入 1,000 0 0.0%

１雑 入 1,000 0 0.0%

1 雑 入 1,000 0 0.0% 1 雑 入 0

3,423,160,000 3,425,746,766 100.0%

1 システムカスタ
マイズ負担金

1 広域連合ネッ
トワーク補助

1 老人福祉費
補助金

広域連合ネッ
トワーク補助

老人福祉費
補助金

システムカスタ
マイズ負担金

２ 国庫支出金

１ 国庫補助金

歳入合計

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明

１ 分担金及び負担金

１負担金

１事務費負担金

款 項 目

（単位：円）

節別内訳節
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
区分

収入率
Ｂ/Ａ

8



3 歳出決算

節 金額

3,349,000 2,646,509 79.0% ○広域連合議会の運営に要した経費 2,646,509

3,349,000 2,646,509 79.0% 広域連合議会開催 4回

3,349,000 2,646,509 79.0%

議会事務 3,349,000 2,646,509 79.0% 報 酬 904,000 議員報酬 904,000

旅 費 1,254,000 費用弁償 1,254,000

需用費 296,762 文具及び図書等消耗品購入 16,976

食糧費 4,500

議事録印刷製本 275,286

役務費 29,140 郵送料 29,140

委託料 154,507 テープ反訳委託 154,507
使用料及び
賃借料

8,100 会場使用料 8,100

1,599,173,000 1,551,638,147 97.0%

1,598,086,000 1,551,050,907 97.1%

１ 一般管理費 503,652,000 462,307,466 91.8%

一般管理事務 503,652,000 462,307,466 91.8% ○広域連合の運営管理に要した経費 462,307,466

給 料 190,736,643 給料 （職員 43人） 190,736,643

職員手当等 161,020,513 職員手当等 161,020,513

共済費 58,829,446 共済費 58,829,446

旅 費 943,820 普通旅費 898,820

費用弁償 45,000

需用費 8,109,304 文具及び図書等消耗品購入 6,746,954

封筒印刷 141,696

救急医療品等消耗品購入 5,174

什器等購入 1,215,480

役務費 1,712,572 郵送料 466,400

通信費 1,193,232

衛生管理者試験手数料 8,300

賠償責任保険料 44,640

目

１ 総務管理費

１ 議会費

１ 議会費

１ 議会費

２ 総務費

款 項

（単位：円）

節別内訳事業
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
執行率
Ｂ/Ａ

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明
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節 金額

目款 項

（単位：円）

節別内訳事業
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
執行率
Ｂ/Ａ

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明

委託料 1,662,941 健康診断委託 811,177

例規集等作成委託 568,050

OA機器等保守委託 241,500

防火対象物等定期点検委託 42,214
使用料及 び

賃借料
36,764,976 OA機器等賃借料 3,359,388

例規システム使用料 567,000

事務所賃借料 （東京区政会館事務室 約570㎡） 32,838,588

工事請負費 1,473,150 館内簡易工事 1,473,150

備品購入費 1,005,900 什器等購入 1,005,900
負担金補助及

び交付金
派遣研修費負担金 16,500

48,201 福利厚生事業団事業主負担金 31,701

２ 企画財政費 1,737,000 647,859 37.3% ○広域計画策定に要した経費 647,859

企画財政事務 1,737,000 647,859 37.3% 需用費 647,859 文具及び図書等消耗品購入 38,859

広域計画印刷製本 （2,000部） 609,000

３ 会計管理費 300,000 137,822 45.9% ○公金取扱手数料等会計事務に要した経費 137,822

会計管理事務 300,000 137,822 45.9% 需用費 87,411 文具及び図書等消耗品購入 87,411

役務費 50,411 公金取扱手数料 50,411

４ 情報政策費 49,386,000 45,751,201 92.6% ○広報広聴活動及び行政運営システムに要した経費 45,751,201

情報政策事務 49,386,000 45,751,201 92.6% 報 酬 112,000 個人情報審議会委員報酬 112,000

旅 費 30,000 費用弁償 30,000

需用費 6,291,747 文具及び図書等消耗品購入 69,447

ミニガイド印刷 5,965,050

説明会用資料印刷製本 257,250

役務費 615,485 郵送料 23,075

通信費 592,410

委託料 27,799,416 意識意向調査委託 3,433,500

ポスター作成委託 1,488,448

声の広報発行委託 575,468

点字広報発行委託 777,000

1
0



節 金額

目款 項

（単位：円）

節別内訳事業
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
執行率
Ｂ/Ａ

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明

ホームページ作成委託 5,948,250

コールセンター委託 7,140,000

財務・文書等システム保守委託 4,599,000

財務・文書等システムカスタマイズ保守委託 173,250

ネットワークセットアップ作業委託 3,664,500
使用料及び
賃借料

10,669,654 ホームページサーバ賃借料 184,800

財務・文書等システムサーバ賃借料 10,484,854

備品購入費 81,375 AV機器等購入 81,375

負担金補助 及
び交付金

151,524 人事給与システム関係負担金 151,524

５ 広域連合システム稼動費 1,041,991,000 1,041,642,077 100.0% ○後期高齢者医療制度のシステム導入及び管理運用に要した経費

広域連合システム 1,041,991,000 1,041,642,077 100.0% 1,041,642,077

稼動事務 需用費 1,242,377 文具及び図書等消耗品購入 742,409

電算処理マニュアル印刷 499,968

委託料 1,040,399,700 広域連合システムサーバ等運用委託 410,847,700

入力データ処理委託等導入支援費用 111,011,250

カスタマイズ費用 167,895,000 等

ネットワーク基盤整備委託 629,552,000

システム構築費 332,599,050

賃借・保守費用 296,952,950 等

６ 協議会運営費 1,020,000 564,482 55.3% ○広域連合協議会等の運営に要した経費 564,482

協議会運営事務 1,020,000 564,482 55.3% 協議会開催 5回

旅 費 490,290 費用弁償 490,290

需用費 68,512 文具及び図書等消耗品購入 68,512

役務費 5,680 郵便振込手数料 680

資料運搬 5,000

1
1



節 金額

目款 項

（単位：円）

節別内訳事業
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
執行率
Ｂ/Ａ

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明

２ 選挙費 410,000 90,940 22.2% ○広域連合選挙管理委員会の運営に要した経費 90,940

１ 選挙費 410,000 90,940 22.2% 選挙管理委員会開催 1回

選挙事務 410,000 90,940 22.2%

報 酬 53,000 選挙管理委員報酬 53,000

旅 費 25,000 費用弁償 25,000

需用費 12,940 文具及び図書等消耗品購入 12,940

３ 監査委員費 677,000 496,300 73.3% ○広域連合監査委員への報酬等に要した経費 496,300

１ 監査費 677,000 496,300 73.3% 例月出納検査等

監査事務 677,000 496,300 73.3%

報 酬 447,000 監査委員報酬 447,000

旅 費 49,300 費用弁償 49,300

３ 民生費 200,770,000 161,558,483 80.5% ○医療制度のための準備に要した経費 161,558,483

１ 社会福祉費 200,770,000 161,558,483 80.5% 後期高齢者医療懇談会開催 6回

１ 制度準備費 200,770,000 161,558,483 80.5%

制度準備事務 200,770,000 161,558,483 80.5% 報償費 533,000 医療懇談会謝礼 533,000

需用費 20,917,796 文具及び図書等消耗品購入 271,331

保険料のお知らせ印刷 1,547,700

被保険者証等印刷 （新規約106万件） 19,098,765

役務費 28,520 郵送料 28,520

委託料 139,839,767 審査支払事務等準備委託 54,656,700

保険証等交付準備委託 85,183,067

備品購入費 239,400 什器等購入 239,400

４ 公債費 50,000 13,191 26.4% ○一時借入金の利子 13,191

１ 公債費 50,000 13,191 26.4%

１ 公債費 50,000 13,191 26.4%

公債費 50,000 13,191 26.4%
償還金利子及

び割引料
13,191 一時借入金 3千万(15日間)にかかる利子 13,191

1
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節 金額

目款 項

（単位：円）

節別内訳事業
予算額

Ａ
決算額

Ｂ
執行率
Ｂ/Ａ

事 務 事 業 実 績 等 の 説 明

５ 予備費 10,000,000 0 0.0%

１ 予備費 10,000,000 0 0.0%

１ 予備費 10,000,000 0 0.0%

予備費 10,000,000 0 0.0% 予備費 0

６ 諸支出金 1,609,818,000 1,609,817,232 100.0% ○東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時特例

１ 基金費 1,609,818,000 1,609,817,232 100.0% 基金への積立 1,609,817,232

１ 臨時特例基金積立金 1,609,818,000 1,609,817,232 100.0% 積立金 1,609,817,232 臨時特例基金積立金 1,609,817,232

3,423,160,000 3,325,673,562 97.2%歳出合計
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4 基金の状況
(単位：円）

積立額 取崩額

東京都後期高齢者医療広域連合
後期高齢者医療制度臨時特例基金

1,609,817,232 0 1,609,817,232

名 称 18年度末現在高
19年度中

19年度末現在高
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